
第１部

地盤情報の活用と
今後の展開について

（一社）全国地質調査業協会連合会

情報化委員会

委員長 秋山泰久 委員 坂森計則 大西徹夫

全地連 ステップアップ講習会
地盤情報の利活用と地質リスクマネジメントについて －品質確保の観点から－
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1. 令和5年度の小規模工事を除く全ての公共工事にお
けるBIM/CIM原則適用へ向け動いている（残り半
年もありません）

※現在原則適用へ向けた様々な動きがあります

2. DX戦略に基づきBIM/CIM活用への転換・活用拡
大が加速

3. 地質調査分野成果のBIM/CIM対応は急務

4. 3次元地質・地盤モデルは成果の3次元表示が目的
ではなく、地質リスクなどを分かりやすく伝達・共有
する事が目的

5. 地質リスクを始め、設計・施工・維持管理利用を考慮
した情報伝達・共有が重要
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１．BIM/CIMに係る国の動向

２．3次元地質・地盤モデルの

作成手順や活用事例について

2.1 モデル活用の基本的な考え方

2.2 モデル活用事例

2.3 モデルの基本構成

2.4 モデル作成手順・照査方法

2.5 モデル作成ソフトウェア

2.6 BIM/CIM活用業務への対応
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コンピュータ上に作成した３次元の形状情報（３次元モデル）に加え、構造物及び構造物を構成する部材等の名
称、形状、寸法、物性及び物性値（強度等）、数量、そのほか付与が可能な情報（属性情報）とそれらを補足する
資料（参照資料）を併せ持つ構造物に関連する情報モデル（BIM/CIM モデル）を構築すること（Building/ 
Construction Information Modeling）、及び、構築したBIM/CIM モデルに内包される情報を管理・
活用すること（Building/ Construction Information Management）をいう。

出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）
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【BIM/CIM活用の目的】
測量・調査、設計、施工、維持管理・更新の各段階において、情報を充実させながらBIM/CIMモデルを連携・発
展させ、併せて事業全体にわたる関係者間の情報共有を容易にすることで、一連の建設生産・管理システム全体
の効率化・高度化を図ることを目的とする。
単に３次元モデルを活用するだけでなく、最新のICT（Information and Communication 
Technology）と連携を図りながら、効率的で質の高い建設生産・管理システムの構築を目指す。
【 BIM/CIM の活用効果】
BIM/CIM を活用することで、ミスや手戻りの大幅な減少、単純作業の軽減、工程短縮、施工現場の安全性向上
、事業効率及び経済効果に加え、よりよいインフラの整備・維持管理による国民生活の向上、建設業界に従事す
る人のモチベーションアップ、充実感等の心の豊かさの向上が期待され、中長期的な担い手の確保の一助に資
するものである。
BIM/CIM の活用効果として、「フロントローディング」と「コンカレントエンジニアリング」がある。

出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）



出展：第7回 BIM/CIM推進委員会（令和4年2月21日）資料3-1（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001464928.pdf）
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出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）参考資料2（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510007.pdf）
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地質調査に関連する業務発注は
“極わずか”なのが現状
⇒ 課題等の検証の問題
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【確実なデータ引継の実施※原則適用】

⚫ 業務・工事の開始時に、発注者が受注者に設計図書の作成の基となる情報

の説明を実施。

【３次元モデルの活用（基本項目）※原則適用】

⚫ 業務・工事ごとに活用箇所を発注者が指定し、３次元モデルを作成・活用。

✓ 出来あがりイメージの活用、複雑部の確認などに活用

✓ 受注者は活用目的達成の必要十分な内容で作成

【３次元モデルの活用（応用項目）】

⚫ ３億円以上の工事（今後調整）を想定している事業については、１個以上の

活用を目指す。

【実施方針の対象とする範囲】

⚫ 一般土木、橋梁、ダム、トンネルを対象

⚫ データ引継は調査・測量～設計～工事まで対象

※第1回 BIM/CIM合同報告会：令和4年10月18日開催
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【現状の課題】

⚫ 設計に活用するために、地質データをよりわかりやすく3次元に加工する

方法が定まっていない。

【改善策】

⚫ 地質調査業者、設計会社で協力して、効果的な受け渡し方法を検討する。

【検討事項】

⚫ 設計にとって、使い勝手の良い地質データ形式、必要な精度を整理する（設

計⇒地質調査）。

⚫ 地質調査手法ごとの地質データ精度を整理する（地質調査⇒設計） 。

⚫ 使い勝手の良いデータ形式へと変換するための加工の手間等について整

理する（地質調査⇒設計）。

⚫ 効果的な受け渡し方法を検討する（地質調査⇔設計） 。

【検討メンバー】

⚫ 本省（技術調査課）、土木研究所、全地連、建コン

※令和4年12月より検討を開始する予定
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【設計業務における試行】

◼ 業務における情報共有ASPの活用（各地整で50件程度）

◼ 業務成果のオンライン電子納品（主に中部地整、各地整で

も数件程度実施）

◼ 国総研DXセンターのモニター受注者における試行運用

【問合せ窓口の設置（本省）】

◼ BIM/CIMの更なる活用促進、及び活用環境の整備を目

的に設置

◼ 各地方整備局・事務所等で発注しているBIM/CIM活用

業務・工事のデータ活用において発生した課題について

の問合せ窓口

◼ 問合せは受発注者問わず可能（問合せはメールのみ）
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業務で作成・納品する地盤情報（地盤データ）の品質
確保のため、実務者向けのガイドを作成・公開
・地盤情報の電子納品ガイドブック（2014年）：https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/guide/ed_guide_high.pdf

・CIM対応ガイドブック（2014年）：https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/guide/cim_guide_high.pdf

・三次元地盤モデル作成の手引き（2016年）：https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/guide/sanjigen.pdf
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» BIM/CIM推進委員会を始め、各WGへの人員派
遣・BIM/CIM活用ガイドライン（案）の執筆

» 関係情報の発信、講習会の実施
» ガイドブック等の作成・公開

BIM/CIM活用ガイドライン（案） の改訂を踏まえた
（ガイドラインに活用するための）「３次元地質・土質モ
デルガイドブック（令和4年2月）」を作成・公開
⇒ https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/guide/３次元地質・土

質モデルガイドブック_WEB用_0202.pdf

※BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編（令和4年3月）に一部加筆・修正の上活用されている



モデルの作成

• ボーリングモデル

• 準3次元地盤モデル（準3次元地質平面図・
断面図 など）

• 3次元地盤モデル（サーフェス、ソリッド、ボ
クセル など）

モデルの活用

• 測量、地質調査、周辺状況の3次元可視化

• 地質・土質上の課題把握

• 基礎地盤と構造物の位置関係の確認

• 基礎地盤の岩盤分類評価の確認

• 地下水面の位置関係の確認

• 数値解析（シミュレーション）

• 数量算出（土工量）

• 施工計画・地盤改良範囲の設定 など 13



 地質・土質モデルは、各事業の特性や測量・調査、設
計、施工、維持管理・更新など各事業段階で使用目的
が異なるため、モデルの種類ごとの特性に留意し目
的に応じたモデルを選択・作成

 地質・土質モデルを次の段階に継承する場合は、モデ
ル作成の考え方、使用したアプリケーション、使用
データ、不確実性、地質リスクの内容など、引き継ぐ
べき情報の記録内容や方法について検討し引き継ぎ
書を作成
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計画段階のモデル

計画段階のモデル

調査段階のモデル

情報の
追加・更新

継承 継承継承 継承

調査段階のモデル

設計段階のモデル

情報の
追加・更新

設計段階のモデル

施工段階のモデル

情報の
追加・更新

施工段階のモデル

管理段階のモデル

情報の
追加・更新

地質・土質モデル
は、事業段階の進
捗、地質・土質調
査の進捗に合わせ
て、情報が増加

出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）
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 地質・土質モデルの使用目的や要
求性能は、対象構造物及びその事
業段階によって異なる。

 一般に事業段階の進捗に伴ってモ
デルが扱う地盤情報の種類は増
え、精度も向上することを踏まえた
上で、作成、追加又は利用する地
質・土質モデルを選択する。
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モデルにリスク情報をアノテーション（注記）で可視化
トンネルの地質リスク（例）
・高い地下水位と水圧
・沖積砂層の一部がトンネル
天端まで達していること
・風化岩の厚み

斜面点検を想定した地質リ
スクの表示（例）
・モルタルの縦断亀裂の開口
・亀裂の進展状況
・地盤傾斜計の箇所 など



3次元地質・地盤モデル継承シートを作成し、後工程へ継承
• モデルだけでなく、後工程の利活用に重要な情報を継承（根拠となる地質
調査の品質情報、モデルの補間・推定方法など）

• 引継ぎ情報の記録は、「3次元地質・地盤モデル継承シート」を活用

17
出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）



18

【地質・土質上の課題把握】

• 地質断面図を重ねた準3次元地盤モデル（準3次元地質断面図等）を作成
して3次元的に可視化

• 2次元表現に比べ、必要な場所の地質区分を誰でも容易に確認
• 本体構造物と地質・地盤との位置関係把握も容易
• 破砕帯、強風化岩、湧水、高透水帯等の地質・土質上の課題を容易に把握

準3次元地盤モデル

地質断面図を3次元空間上に配置
出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）
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【基礎地盤と構造物の位置関係の確認】
• 3次元地盤モデル（サーフェスモデル）を用いることにより、基礎地盤と
杭・基礎構造物と支持層の関係を視覚的かつ容易に確認

支持層上面
サーフェスモデル

地表面

調査ボーリング

支持層と
橋脚の交線

沖積/新第三紀不整合面

開析作用面

河川浸食面の分布把握
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【数値解析】

• 3次元地盤モデルを数値解析（シミュレーション）に活用

3次元地下水汚染シミュレーション 岩盤斜面の3次元地質解析



21

【施工計画・地盤改良範囲の設定】

• 3次元地盤モデルを、地盤改良の範囲設定、施工計画に活用

図2 大規模地すべりの3次元モデルの例1)

地すべり対策工 集水ボーリングの配置 地盤改良範囲の設定
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地質・土質モデルの種類(1/2)

ボーリングモデル

調査結果モデル

推定・解釈モデル

準3次元地盤モデル

準3次元地質平面図

準3次元地質断面図

● 3次元モデル

・対象の形状を3次元空間で
立体的に表現した情報

● 属性情報

3次元モデルを構成する各オ
ブジェクトに対する情報

● 参照資料

従来の2次元図面等の「機械
判読できない資料」

ID 地層 地質名 記号 色
L-01 埋土・盛土層 B c65911
L-02 沖積粘性土層 AC 9bc2e6
L-03 沖積砂質土層 AS ffe699
L-04 洪積粘性土層 DC 2f75b5
L-05 洪積砂質土層 DS ffd966

沖積層

洪積層

データ構成
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地質・土質モデルの種類（2/2) （3次元地盤モデル）

サーフェースモデル

ボクセルモデル

ソリッドモデル

B-Reps

柱状体モデル
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① モデリング計画
(1) 「モデルの活用目的」の明確化

(2) 「モデルの種類、対象範囲」の決定

(3) 「付与する属性情報、参照資料」の決定

(4) 「納品方法」の明確化

(5) 「ソフトウェア」の選定

② 資料収集・整理と3次元データ化
(1) 収集対象データ

・地形データ（等高線，DEM，レーザー測量データ 等）

・ボーリングデータ

・各種図面データ（地質平面図，地質断面図 等）

・調査報告書，文献資料 等

(2) 入力データの品質チェック

(3) 品質確認記録

(4) 入力データの3次元化

出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）
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③-1 データクロスチェック
不適合を抽出し、修正または棄却

③-2 地質対比
地質調査データの同じ条件（同一時代、同じ地質体、類似
物性値等）の境界を判別し、境界データとしてグループ化

地質断面図の

縦横断の交点のずれ
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③-3 補間用データ作成

補正前：谷底に閉じたコンターが発生

補正後：仮定の河川勾配線を補助点データとして作成

補正前 補正後

グリッド法の例

点→グリッド

曲線法の例

NURBS曲線→ NURBS曲面

計算に用いる座標データセットを作成、補正
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③-4 空間補間処理
空間補間法の特性を考慮し、事象毎に適した手法を選定

③-5 地質モデル構築
(1) 3次元地質・地盤モデルの妥当性評価

(2) モデルの仕上げ作業

サーフェスモデルからソリッドモデル作成



28

④ 成果品作成
(1) 3次元可視化資料

(2) 3次元モデルからの図面出力

CADデータ（2次元，3次元）、画像 等

(3) 属性情報

・形状データに直接付与

・CSV、EXCEL、XML等のファイル形式

(4) 参照資料品質管理記録

(5) 品質管理記録

(6) その他（出力ファイルフォーマット，格納フォルダ）

出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）



29

3次元地盤モデルを計画、設計、施工、維持管理・更新に引き継ぐには、地質
調査データの品質や密度、地質解釈やモデル化手法を正確に記録し、モデル
の利用者が不確実性を評価・検証・低減できる状態にするためのトレーサビ
リティを確保する必要がある。

不確実性を後工程に引き継ぐために必要な情報として、①解析の考え方、②
推定アルゴリズム、③空間補間手法のパラメータ、④地質解釈の根拠となる
文献資料の明示・参照先、⑤不確実性を評価した方法 等を記録

出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）
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ボーリング密度が低い ボーリング密度が高い

出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）
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① 照査計画の策定

② 基本条件の照査

②-1 モデリング計画確認

②-2 地質調査データの品質確認

③ 細部条件の照査

③-1 品質チェックシートの確認

③-2 3次元データ化の確認

③-3 データ修正方針の確認

③-4 地質対比方法の確認

③-5 補間アルゴリズム記録シートの確認

④ 要求事項の照査

④-1 作成モデルのリスト確認

④-2 作成モデルの妥当性確認

⑤ 成果品の照査

⑤-1 成果品確認

⑤-2 照査記録シート・引継シート作成

①
②-1

②-2

③-1

③-2

③-3

③-4

③-5

④-1

④-2

⑤-1

⑤-2

地質情報管理士等
の「電子納品に関す
る有資格者」による
対応が望ましい
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GEO-CRE Geomap3D

GEORAMA

MakeJiban OCTAS Drafter

• 3次元モデルの作成ソフトウェア
• 日本国内で入手可能，日本語のWebページ有
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BIM/CIM活用業務の流れ
「発注者におけるBIM/CIM実
施要領（案）」から抜粋。
発注者の視点からBIM/CIM
活用の流れが記載されている。

出展：発注者におけるBIM/CIM実施要領（案）令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472845.pdf）
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発注形式
１）発注者指定型
発注者の指定によりBIM/CIMの活用を行う場合に適用
２）受注者希望型
契約後において受注者からBIM/CIMの活用希望があった場合に適用

特記仕様書等
BIM/CIM活用業務については、入札公告、入札説明書、特記仕様書等
に明記される。
「ICTの全面的な活用の推進に関する実施方針 別紙-9 BIM/CIM活用
業務実施要領」では、地質調査業務の入札公告、入札説明書（業務仕様
書）、特記仕様書の記載例が示されている。
https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000102.html

BIM/CIM活用業務とは、建設生産・管理システム全体の課題解決および
業務効率化を図るため、建設生産・管理システムにおける測量・調査、設計等
のプロセスの各段階において、BIM/CIM（Building/ Construction 
Information Modeling, Management）を活用した検討等を実施し、
後工程のために必要なBIM/CIMモデル等を構築する業務
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業務成績評定における評価
BIM/CIM活用業務を実施した場合には、業務成績評定において評価

主任調査員による評価： 以下の2 点にて評価

① 実施状況の評価：創意工夫：当該業務の特性を考慮しつつ、新たな、あ

るいは高度な調査・解析の手法・技術に関する提案がなされている。

【受注者希望型の場合】

②「実施状況の評価：創意工夫：創意工夫、提案力等にかかる特筆すべき事

項がある。

第1回 BIM/CIM合同報告会の資料「実施方針の構成について（素案）」による

と、成績評定による評価は「応用項目を実施した場合に加点の対象とする。（費用と

加点の関係を今後調整）」となっている。

上記成績評定による評価については令和5年度より適用される。令和４年度は現

行方針に従い実施される。
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必要な経費の計上
BIM/CIM活用業務を実施する場合は、BIM/CIMモデルの作成・更新、

３次元ソフトウェアの調達等、必要な経費を計上

【発注者指定型 公示時に実施項目が確定している場合】

• 指名（選定）した会社から見積を徴収して積算

• 実施項目に変更等が生じた場合には設計変更の対象

【発注者指定型 公示時に実施項目が確定していない場合】

• 受注者希望型と同じ

【受注者希望型の場合】

• 受発注者間の協議により見積を徴収して積算

• 実施項目に応じて設計変更の対象

• 「BIM/CIM実施計画書」に基づいた見積書を提出、妥当性を確認した

うえで計上

第1回 BIM/CIM合同報告会の資料「実施方針の構成について（素案）」によると、BIM/CIM

作成に必要な経費は「基本項目の作成費は当初積算で計上。概ね設計費の5%（今後調整）を

想定。応用項目は見積で計上。」となっている（地質調査は5%ではなく必要分を計上）。

上記BIM/CIM作成に必要な経費については令和5年度より適用される。令和４年度は現行

方針に従い実施される。
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要求事項（リクワイヤメント）
リクワイヤメントは、円滑な事業執行のために原則適用の上乗せ分として
実施（任意適用）。地質調査業務では、「リスクに関するシミュレーション（地
質、騒音、浸水、既設構造物への影響等）」が関連

出展：第7回 BIM/CIM推進委員会（令和4年2月21日）資料3-1（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001464928.pdf）
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地質・土質モデル作成の積算基準

２０２２年9月：BIM/CIM積算基準（案）を更新

【全地連ホームページ】

https://www.zenchiren.or.jp/

※https://www.zenchiren.or.jp/sekisan/pdf/R4_BIM／CIM_final_R0409.pdf
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地質・土質モデル作成の積算基準

同じ1構造物でも、作成する地質モデルの数や種類で難易度が異なる。
作業負荷に応じて、適切な人工で歩掛を調整する必要がある。
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BIM/CIM実施計画書
業務着手時に、BIM/CIM実施計画書を作成、提出
BIM/CIM実施計画書のテンプレートが国交省HPで公開

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000102.html
⇒ 別添３ BIM/CIM実施計画書、BIM/CIM 実施報告書（案）

記載項目
１） 作成・更新するデータファイル（地形モデ
ル、土工形状モデル等）

２） ３次元モデルの種類（サーフェス、ソリッ
ド等）

３） BIM/CIM モデル作成・更新の対象範囲
４） BIM/CIM モデルの詳細度
５） 付与する属性情報及び参照資料（属性情
報及び参照資料の内容、付与方法、付与
情報の更新方法等）

６） BIM/CIM モデル作成・更新に用いるソ
フトウェア、オリジナルデータの種類
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BIM/CIM実施報告書
業務完了時に、BIM/CIM実施報告書を作成、提出
テンプレートが国交省HPで公開

記載項目
１） BIM/CIM モデルを活用し
た検討の実施概要（必要に応
じて図を添付）

２） 創意工夫内容
３） BIM/CIM モデル作成に要
した費用（人工）

４） 基準要領に関する改善提案
（ある場合）

５） ソフトウェアへの技術開発提
案事項（ある場合）

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000102.html

⇒ ICTの全面的な活用の推進に関する実施方針 「（別添－3）令和3年度 BIM/CIM実施計画書、
BIM/CIM実施報告書（案）（Word形式）」
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BIM/CIMモデル作成 事前協議・引継書シート
業務着手時、完了時に、BIM/CIMモデル作成 事前協議・引継書シートを作成、提出
テンプレートが国交省HPで公開

別紙

BIM/CIMモデル作成　事前協議・引継書シート　【記載例】

整備局・事務所名
○○地方整備局　□□国
道事務所

事業名等 △△道路整備事業

事前協議時 納品時 事前協議時 納品時 事前協議時 納品時
記入日（年月日） 平成28年8月1日 平成28年12月25日 平成28年10月1日 平成29年2月28日

基本情報

業務・工事名 △△道路測量業務 △△道路測量業務
△△道路地質調査業
務

△△道路地質調査業
務

工期
平成28年8月1日～平
成28年12月25日

平成28年8月1日～平
成28年12月25日

平成28年10月1日～平
成29年2月28日

平成28年10月1日～平
成29年2月28日

発注者 担当課 調査課 調査課 調査課 調査課
職員 AAA AAA AAA BBB

受注者 会社名 ○○測量株式会社 ○○測量株式会社 ××地質(株) ××地質(株)

技術者 XXXX XXXX YYYY YYYY
JGD2011,TP/9(X,Y),H JGD2011,TP/9(X,Y),H JGD2011,TP/9(X,Y),H

公共基準点（A） 点名 10A61
成果ID 8095932
等級 3級
調製年月日（成果表） 2013/4/25
X座標値(m) -36070.539
Y座標値(m) -7413.511
標高（m) 7.409

公共基準点（B） 点名 10A58
成果ID 8095929
等級 3級
調製年月日（成果表） 2013/4/25
X座標値(m) -35886.248
Y座標値(m) -7614.359
標高（m) 15.098

・景観性確認・評価検
討
・情報化施工データ作
成

・景観性確認・評価検
討
・情報化施工データ作
成

・軟弱地盤解析・検討
・数量計算

・軟弱地盤解析・検討
・数量計算

作成データ・モデルの概要

測量データ 新規／更新／未更新 新規 新規

格納フォルダ名
/SURVEY/CHIKEI/OT
HRS

/SURVEY/CHIKEI/OT
HRS

作成ソフトウェア(Ver.) ○○○○ ○○○○
アドオンツール等(Ver.)
ファイル形式 CSV CSV
単位

地形モデル 新規／更新／未更新

格納フォルダ名

ﾜｲﾔﾌﾚｰﾑ/ｻｰﾌｪｽ/ｿﾘｯﾄﾞ

詳細度（縮尺・ピッチ）

作成ソフトウェア(Ver.)
アドオンツール等(Ver.)

ファイル形式

単位
地質・土質モデル 新規／更新／未更新 新規 新規

格納フォルダ名
/BIMCIM/BIMCIM_MOD
EL/GEOLOGICAL

/BIMCIM/BIMCIM_MOD
EL/GEOLOGICAL

モデル形式 ボーリングモデル ボーリングモデル
作成ソフトウェア(Ver.) ◇◇◇◇(60.00) ◇◇◇◇(60.00)
アドオンツール等(Ver.)
ファイル形式 ｘｘｘ形式 ｘｘｘ形式
単位 m m

段階　※1 測量 地質・土質調査 概略設計
事前協議時／納品時の別

モデル作成・更新の目的（想定した活用策、導入
効果など）

座標参照系

シート掲載HP：https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000102.html
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BIM/CIMモデル等の電子成果品の納品
BIM/CIMモデル等電子納品要領（案）及び同解説を参照

電子納品要領（案）及び同解説掲載HP：https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000102.html
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● 第１章
◆ BIM/CIM導入ガイドライン（案） 第1編 共通編 令和4年3月 国土交通書
（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）

◆ 第7回 BIM/CIM推進委員会（令和4年2月21日）資料
（https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000091.html）

◆ 第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料
（https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000097.html）

● 第２章
◆ BIM/CIM関連基準・要領等（令和４年３月） 国土交通書
（https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000102.html ）

◆ BIM/CIM 活用業務（地質・土質モデルの作成）積算基準（案） 全地連
(https://www.zenchiren.or.jp/sekisan/pdf/R4_BIM／CIM_final_R0409.pdf)

◆ 3次元地質解析マニュアルVer3.0 3次元地質解析技術コンソーシアム
（https://www.3dgeoteccon.com/3次元地質解析マニュアル）

◆ 3次元地盤モデリングガイドブック 技術マニュアル Ver3.0 対応版 3次元地質解析技術コンソー
シアム
（https://www.3dgeoteccon.com/web3次元地質解析マニュアル）

● 参考となる資料
◆ BIM/CIMポータルサイト 国土交通省
（http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bimcim/bimcimindex.html ）

◆ 三次元地盤モデル作成の手引き 平成28年11月 全地連・JACIC
（https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/guide/sanjigen.pdf）

◆ CIM対応ガイドブック 地質調査版 （一社）全国地質調査業協会連合会
（https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/guide/cim_guide_high.pdf）

◆ ３次元地質・土質モデルガイドブック（令和4年2） 国土地盤情報センター・全地連
（https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/guide/３次元地質・土質モデルガイドブック

_WEB用_0202.pdf）
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https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/pdf/jgca_doc.pdf

はじめに

１．３次元モデルとは

２．地表や土木構造物の３次元化

３．３次元地質モデルの種類

４．３次元地質モデルの利用

５．これからの３次元活用

（2022年9月完成）

高校生レベルでも
理解できる内容
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１．３次元モデルとは ２．地表や土木構造物の３次元化

４．３次元地質モデルの利用 ５．これからの３次元活用３．３次元地質モデルの種類
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専門家向け

一般向け

小冊子『３次元で地下と地上を見てみよう』
（全地連、2022.9）

『３次元地質・土質モデルガイドブック』
（国土地盤情報センター、2022.2）

『３次元地質解析マニュアル』
（３次元地質解析技術コンソーシアム、2021.2）

『3次元地盤モデリングガイドブック』
（３次元地質解析技術コンソーシアム、2021.1）

（注）これらの他
「三次元地盤モデル作成の手引き」（全地連、2016）、「CIM対応ガイドブック
－地質調査版－」（全地連、2014）もある
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出展： BIM/CIM活用ガイドライン（案）第1編共通編 令和4年3月（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001472848.pdf）



出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料2（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510003.pdf）
52



出展：第7回 BIM/CIM推進委員会（令和4年2月21日）資料3-1（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001464928.pdf）
53



出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料1（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510002.pdf）
54



出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料1（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510002.pdf）
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出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料1（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510002.pdf）
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出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料2（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510003.pdf）
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出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料2（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510003.pdf）
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出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料2（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510003.pdf）
59



出展：第8回 BIM/CIM推進委員会（令和4年8月30日）資料4（https://www.mlit.go.jp/tec/content/001510005.pdf）
60
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※NGIC：（一財）国土地盤情報センター（ National Geo-Information Center ）

２０１7年 北陸新幹線柿原トンネル陥没事故

1982年の造成時に切土、盛土

を施工。特に陥没現場は高い
部分に挟まれた低い土地で、
地下水を多く持っているなど脆
弱な地質であった可能性あり。
今後調査により原因究明。

中日新聞HP:http://www.chunichi.co.jp/kenmin-

fukui/article/kenmin-

news/CK2017090902000215.html

鉄道・運輸機構HP：http://www.jrtt.go.jp/08-

2Press/pdf/h29/pressh290912.pdf

２０１6年 福岡市地下鉄七隈線延伸工事現場における道路陥没事故

当該箇所の様な特殊条件下に
おいては、調査頻度が少なかっ
たため、地山強度等の物性値
や地層厚さを適正に評価するこ
とができなかった可能性が指摘
されている。

２０１４年 横浜市マンション傾き問題

杭の支持層未達。データ改ざん
等による人為的問題。被害は
全国規模に。

毎日新聞HP：
http://mainichi

.jp/graph/201

5/10/16/2015

1016ddm041

040160000c/

001.html

日経アーキテク
チュアHP：
http://kenplatz.n

ikkeibp.co.jp/at

cl/bldnews/15/1

01500150/

福岡市地下鉄七隈線延伸工事現場における道路陥没に関する検討委員会報告書：
https://www.pwri.go.jp/jpn/kentou-iinkai/pdf/houkokusyo.pdf
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国交省HP：http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_005800.html

【官民が所有する地盤・地下水等に関す
る情報の共有化】
⚫ 国は、官民が所有する地盤情報等の収
集・共有、品質確保、オープン化等の仕
組みを構築。

⚫ 全ての地盤情報について、公共工事は、
原則として収集・共有を徹底。ライフラ
イン工事は、例えば、占用手続きにあ
わせて、民間工事は、依頼者の同意を
得た上で収集・共有する仕組み等を構
築。

⚫ 地盤情報等の品質を確保するため、地
質調査等の実施に際して技術者の資
格要件を付与。

⚫ 収集した情報のプラットフォームを構
築、オープン化する仕組みを構築。

【答申：今後の方向性と対応策】

◼ 官民が所有する地盤・地下水等に関する情報
の共有化

◼ 計画・設計・施工・維持管理の各段階における
地盤リスクアセスメントの実施

◼ 地下埋設物の正確な位置の把握と共有化

◼ 施設管理者における老朽化状況の把握と対
策の実施、関係者間の連携

◼ 地下工事の安全対策、液状化対策等の地下空
間の安全に係る技術開発

「地下空間の利活用に関する安全技術の確立について」 答申

平成２９年９月８日交付
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「国土地盤情報データベース」の運営主体として「（一財）
国土地盤情報センターが決定（2018年4月）」

https://ngic.or.jp/

【設立目的】
社会資本そのものである地盤情報を、国土形成の基盤となる「国土
情報」と位置づけ、地盤情報の的確な管理運営を行うこと

【事業内容】
（1） 地盤情報のデータプラットフォームの構築と運営

（2） Web-GISによる情報提供機能の開発と供用

（3） 品質確保策の検討と実施

（4） 地盤情報の二次利用の機能追加と機能の供用

（5） 地質リスクマネジメントとの連携

（6） 関係機関（産官学）への協力依頼

（7） 関連委員会（「民間ボーリング情報公開検討会」等）の設置と

課題検討

（8） その他
① 地盤データの利活用の具体的な事例紹介
② 研究開発（三次元のフリーソフトの開発と提供）



国土地盤情報センター

データ登録

公共工事発注者
公益事業者 等

データ利用

建設会社、コンサル
地質調査会社 他

共通仕様書等でデー
タ登録義務付け

民間工事発注者

建設会社、コンサル
地質調査会社 他

契約書等に「ボーリングデータ等に
ついては、地盤情報ＤＢへ登録す
る」旨を記載し、同意をとる

大学、研究機関
（研究利用）

①公共工事、民間工事の
受注者が国土地盤情
報センターに提出

②品質確保のため、地盤
情報の検定を実施

③既存の地盤情報につ
いては、要請に基づき
DBへ登録（未検定で
ある旨を明記）

④災害時は地盤情報を
一定期間公開

データ利用

データ利用

データ利用

データ登録

データ利用

協定締結

協定締結

国土地盤
情報DB

国土地盤情報データベース」の取組（運用状況）

○平成29年9月、「地下空間の利活用に関する安全技術の確立について」答申（社会資本整備審議会・交通政策審議会）

・官民が所有する地盤情報等の収集・共有、品質確保、オープン化等の仕組みを構築
・地盤情報について、①公共工事では原則として収集・共有を徹底、②ライフライン工事では占用手続きにあわせて収集・共有、
③民間工事では依頼者の同意を得た上で収集・共有する仕組みの構築を検討

○平成30年4月、「国土地盤情報データベース」の運営主体として「（一財）国土地盤情報センター」を決定

○平成30年9月、地方整備局等を対象に運用を開始。 順次、地方公共団体、公益事業者等に対象を拡大

○令和4年8月、登録ボーリングデータ本数：約41.2万本（内訳=検定：約7.1万本、過去：34.1万本）

国土地盤情報
検索サイト
kunijiban

国土交通省の道路・河川・港湾
事業等のボーリング柱状図、土
質試験結果等

自治体
地盤DB

データ提供

各地方公共団体におけるボーリ
ング柱状図、土質試験結果等

地盤に関連する
データベース

データ提供

連 携

：対応中 65
※国土交通省資料（一部修正）
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大阪
奈良

和歌山

群馬

静岡

都道府県の締結状況
2022年10月5日時点

※青字：市町村（887）、公益事業者含む。但し県下全ての市町村・公益法人とは限らないので注意。

協定締結状況

中央官庁

国土交通省全地方整備局
100%

国土交通省北海道開発局

農林水産省農政局 全7局

内閣府沖縄総合開発事務所 建設・農林

最高裁判所 100%

地方官庁

都道府県（37/47都道府県） 79%

政令指定都市（10/20市） 50%

市町村（788/1718市町村） 45％

公益事業者（27事業者）

機構
鉄道・運輸機構

100%
水資源機構

高速道路会社
NEXCO東・中・西

首都高速、阪神高速

⚫ 都道府県は約８割
で締結

⚫ 民間（インフラ企業、
建築・都市開発系
等）が未

総本数 411，839本

検定済 70，538本

未検定 341，301本

2022年8月25日現在
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土質試験結果一覧表

柱状図XMLデータ

柱状図

国土地盤情報セン
ターホームページ
https://ngic.or.jp/

「国土地盤情報データベース」閲覧のイメージ
ボーリング検索

発注機関：
関東地方整備局
京浜河川事務所
で検索⇒
該当本数:421本

・地質図を重ね合わせて地
質や地質構造の確認
・地質の説明表示も可能

柱状図・土質試験一覧表の閲覧

登録ボーリングデータ本数：約41.2万本（検定済み：約7.1万本、過去：34.1万本）

※国土交通省資料（一部加筆・修正）



68※国土交通省資料
3

地盤情報（ボーリングデータ）の3次元化

3次元N値ボクセルモデル

3次元土層区分ボクセルモデル

3次元地盤サーフェスモデルの例

「国土地盤情報データベース」」の活用例

沖積/新第三紀不整合面

開析作用面

※国土交通省資料 ※国土交通省資料

※3次元地質解析マニュアル Ver3.0.1 P282

（3次元地質解析技術コンソーシアム）
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3

「国土地盤情報データベース」」の活用例
- 発災時の復旧支援として公開 復旧活動での活用 -

復旧対象地域のボー
リングデータを公開
ID・PASSは不要

熊本、胆振東部地震などへ
の対応も実施
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3

「国土地盤情報データベース」の活用例
- 国土交通データプラットフォームとのデータ連携 -

国土交通データプラットフォーム：https://www.mlit-data.jp/platform/

国土地盤情報
データベース

柱状図、XML
の表示、ダウン
ロードが可能

国土交通データプラットフォーム

２．地質データ

【インフラデータ】
社会資本情報プラットフォーム
静岡県 施設諸元・点検データ

【工事・業務データ】
電子納品・保管管理システム
航空レーザー点群
東京都ICT活用工事データ
地方自治体の工事データ
静岡県 点群データ

【その他データ】
都市3Dデータ（PLATEAU）
国土数値情報
道路交通センサス
統合災害情報システム
水文水質データベース
気象観測データ など

⚫ 国土交通省と民間等のデータによるデジタルツインの実現を目指す
⚫ ３次元データ視覚化機能、データハブ機能、情報発信機能を有するプラットフォー

ムの構築
⚫ API を活用することでデータを最新の状態で提供
⚫ 業務の効率化やスマートシティの推進、産学官連携によるイノベーション創出
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国土地盤情報センター - 地盤情報の検定 -

※国土交通省資料（一部加筆・修正）

「地盤情報等の利活用を推進するために、早急に関係する情報のプラットフォームを構築するとともに、
登録される情報を検証し、調査実施の年次、実施者等を利用者が確認できるようにする等、品質に関
するランク分け等を行った上でオープン化する仕組みを構築する必要がある」

（答申「地下空間の利活用に関する安全技術の確立について」（平成２９年９月）より抜粋）

【検定項目】

分類 検定内容

ボーリング
柱状図

・ボーリング数量の確認

・地質調査技士登録番号の確認

・調査名、発注機関などの確認

・緯度経度、座標系の確認

・岩種・土質区分、試験結果などの
確認

・様式の確認

土質試験
結果

・土質試験結果の試験数量の確認

・調査名、発注機関などの確認

・試験結果の確認

・様式の確認

測地系を変換し直すと、位置が正しくプロットされる

正しい

誤り

・ボーリングデータのエラーの代表例：位置情報の誤り

・位置情報：測地系（日本測地系/世界測地系）のミス

：経緯度のミス
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出典：国土地盤情報センター：https://ngic.or.jp/news/976/

「事前振込」を「請求書発行後
のお振込み」へ変更
※お振込みいただく銀行口座も変更

国土地盤情報センター -検定申込手順の変更（11月より）-
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